須賀川市　モニタリングに関するＱ＆Ａ集（第１版）

平成18年11月11日

須賀川市高齢福祉課

１　運営基準違反に係る減算
	Ｑ　居宅サービス計画の実施状況の把握については、

（１）少なくとも１月に１回利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること、

　　　少なくとも1ヶ月
（２）少なくとも３ヶ月に１回モニタリングの結果を記録することとされているが、（１）にいう１月に利用者の居宅を訪問し、利用者に面接をしていない場合の取扱いについて

	Ａ　１　１月に利用者の居宅を訪問し、利用者に面接をしていない場合は、当該居宅サービス計画に係る月の居宅介護支援費は各月において減算される。
　（平成15年介護報酬Q&A　6月30日付）

	
（１　運営基準違反に係る減算の続き）
２　サービス担当者会議には居宅サービス計画に位置づけた全ての事業所が出席する必要がある。

　　　出席していない事業所が１つでもある場合は、減算の対象となる。

　　３　介護給付費算定にあたっては、平成１８年４月以降は、運営基準減算として所定単位数の７０／１００に相当する単位を算定し、運営基準減算が２ヶ月以上継続している場合は、５０／１００に相当する単位数を算定する。


２　居宅サービス計画の実施状況の把握（モニタリング）を行わなかった場合の減算期間
	Ｑ　運営基準違反に該当する場合の減算の期間はどうか。

	Ａ　運営基準に違反した当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算となる。

平成１８年４月に居宅サービスを新規に作成した後、５月から７月まで居宅サービス計画の
実施状況の把握（モニタリングの結果の記録を含む）を行わなかった場合は、少なくとも１ヶ月に１回以上のモニタリングの結果記録が必要となったので、５月分から「モニタリングを行った月の前月」分までの各月の居宅介護支援費が減算される。

なお、この場合は４月に遡及して減算とはならない。

なお、減算となる月は当該居宅サービス計画に係る当該月となる。

よって、例えば、平成１８年４月のサービス提供に係る居宅サービス計画の新規作成や変更に関して、平成１８年３月中に利用者の居宅の訪問を行った場合は（結果の記録を含む）、平成１８年４月のサービス提供に係る居宅サービス計画は減算されない。


３　モニタリング表の記載方法について
	Ｑ　モニタリングの記録について。支援経過への記載でいいか、それともモニタリング用紙を別に作成し毎月記録すべきか。

	Ａ　特に規定はない。ただし、毎月同じ様式に記録することが望まれる。

　＊同一事業所においては、同じ手法で同じ書式であることが望ましい。


４　モニタリング実施できない特段の理由について
	Ｑ　「居宅サービス計画の実施状況の把握」いわゆるモニタリングについては、原則として利用者の居宅を訪問して実施することと規定されており、特段の事情がない場合は減算となるが、以下の場合は、特段の事情となるか。
　１　居宅介護支援事業所と通所介護事業所が併設していることから、ケアマネージャーが通所介護事業所に出向き、利用者が通所介護利用中にモニタリングを行なうことは可能か。

　２　利用者の緊急入院により病院において面会することは可能だが、居宅において面接がすることができない。
　３　訪問されることを本人が固辞し、強制的に訪問を実施すると利用者の心身の安定が損なわれる恐れがある。
　４　訪問されることを家族が固辞し、強制的に訪問を実施すると利用者と家族、ケアマネージャーと家族との関係が悪化する恐れがある。
　５　担当ケアマネージャーの急病等により訪問が実施できないため、同一事業所の他のケアマネージャーが代わって訪問を実施した。

　６　本人や家族が1ヶ月に1度訪問するのは多すぎる、アマネージャーさんも忙しいのだから、訪問する頻度を減らしてくださいと、要望された。
　７　平日は家族が仕事に出ているため、休日の訪問を求められたが、休日は事業所の営業日でないため、調整がつかず訪問を実施できない。
　８　利用者本人を一時的に遠方の娘宅で預かることになったが、遠方のため容易にケアマネージャーが訪問することができない。
　９　利用者がケアマネジャーに連絡することなく長期不在となり、あらゆる手段を講じたが、利用者と連絡を取ることができなくなり訪問を実施できない。

	Ａ　１　原則として居宅を訪問し実施するものであり、利用者が通所介護利用中にモニタリングを行なうことはできない、また、通所介護利用中は特段の事情とは言えない。
　　２　利用者側の理由によるものであり、ケアマネージャーが原因者でないことから特段の事情に該当し、減算の対象とならない。しかし、退院後の状況は入院前に対して状態が変化している可能性が高いので、居宅復帰以前にアセスメントを行い、居宅復帰の準備をする必要があると思われる。
　　３　医療機関やその他関係機関と協議のうえ、総合的な判断により、訪問を行なわない方が適切であるとの判断が必要である。訪問の可否の判断は合議において行なわなければならず、ケアマネージャーの独断では特段の事情とは言えない。なお、決定に至る協議経過については必ず記録すること。
　　４　介護保険サービスを利用するためには、利用者はモニタリングを受けなければならないことを契約時に説明し、同意の下で契約を行なっているが、その後の状況変化により、実施による弊害が著しいと思われる場合はやむを得ないと思われるが、その期間が長期にわたることは好ましくない。
　　５　本来であれば利用者の状況について、最も把握している担当ケアマネージャーが実施すべきであるが、急病等やむを得ない事情においては、他のケアマネージャーがこれまでの経過や現在の状況を十分把握した上でモニタリングを実施することはやむを得ない。ただし、不在の期間が長期間にわたる場合は、担当ケアマネージャーの変更が必要であると思われる。
　　６　介護保険サービスを利用するためには、利用者はモニタリングを受けなければならないことを契約時に説明し、同意の下で契約を行なっているので、特段の事情とは言えない。
　　７　介護保険サービスを利用するためには、利用者はモニタリングを受けなければならないことを契約時に説明し、同意の下で契約を行なっており、その中で重要事項において営業日については説明して同意を得ているはずであり、特段の事情とは言えない。
　　８　遠方であることにより利用者の状況が的確に把握することができない期間が長期にわたることが見込まれる場合は、契約の継続を再検討すべきであり、仮に短期間であったとしても訪問できない特段の事情とはならない
　　９　連絡体制の不備であり、利用者との関わりに問題があるため、特段の事情とは言えない。





















































































































































































































































































































































































































































（参考）減算となる場合の取り扱いについて





Ｑ　運営基準の該当する場合の減算はどんな場合か。�
�
Ａ　介護報酬の減算の該当する具体的なケースは下記のとおりとなる。





１　アセスメントにあたって、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族と面接をしていない場合


２　サービス担当者会議を行っていない場合（やむを得ない事情がある場合を除く）


（１）新規利用者の居宅サービス計画の作成時


（２）居宅サービス計画の変更時


（３）要支援あるいは要介護認定の更新認定を受けたとき


（４）要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更認定を受けたとき


（５）要支援認定から要介護認定の変更、あるいは要介護認定から要支援認定に変更があったとき


３　居宅サービス計画原案の内容を利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得ていない場合


４　新規あるいは変更で居宅サービス計画書を作成した際に、計画書を利用者及びサービス担当者に交付していない場合


５　特段の事情がないにもかかわらず、介護支援専門員が少なくとも１月に１回以上利用者の居宅を訪問し、利用者に面接していない場合


６　居宅サービス計画の実施状況の把握及び評価等（モニタリング）の記録を少


　少なくとも1ヶ月


なくとも三ヶ月に１回行なっていない場合。


これらの減算は居宅介護支援の質の向上を図る観点から、居宅介護支援の体制や居宅サービス計画に応じた評価を行うことを目的としており、利用者ごとに適用される。なお、当該利用者については、４種類以上の居宅サービス計画に係る加算は平成１８年３月までは算定できない。　�
�
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